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第１章 計画の基本的事項 

１ 計画策定の背景と目的 

沼田市では、平成 15（2003）年に「沼田市環境基本条例」を制定し、環境の保全について

の基本理念を定めました。そして、同条例に基づいて、平成 16（2004）年に第１次に当たる

「沼田市環境基本計画」を策定以降、平成 22（2010）年策定の「改訂沼田市環境基本計画」

を経て、平成 27（2015）年には「第２次沼田市環境基本計画」を策定し、現在まで、環境の

保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進してきました。 

近年では、SDGs（持続可能な開発目標）※の下、環境・社会・経済における様々な課題の

同時解決等に関し、世界的な共通認識の確立が進んでおり、環境問題を取り巻く情勢は大き

く変化しています。 

国においては、令和 6（2024）年 5月に第六次環境基本計画※を閣議決定し、新たな方針に

よる環境保全の取組が進み始めました。 

市においてもこのような社会情勢の変化を踏まえ、豊かな自然を代表とした市の貴重な財

産を未来につなぐため、新たな基本計画を策定するものです。 

 

２ 環境基本計画の位置づけ 

本計画は、沼田市環境基本条例第８条に定める環境保全等に関する目標であり、環境の保

全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するためのものです。併せて、市民・事業者・

市の各主体が環境の保全等に取り組む上での「道しるべ」としての役割を有しています。 

また、この計画は、国や県の環境基本計画との整合性を図り、沼田市総合計画における環

境面の取組を推進する計画として位置づけるものです。 

なお、環境基本計画と併せて、生物多様性基本法に基づく生物多様性地域戦略として「ぬ

また生物多様性地域戦略」を新たに策定し、本計画書に内包します。 
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３ 計画の対象範囲 

本計画の対象範囲は、沼田市全域とします。ただし、環境問題は、市内の局所的なものか

ら、群馬県や国単位、そして、世界規模で対処すべきものまで多岐にわたるため、近隣自治

体や県、国との連携についても考慮します。 

４ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和 7（2025）年から令和 16（2034）年までの 10 年間とします。

ただし、市を取り巻く環境・社会状況の変化を考慮して、計画策定後 5年を目安として、計

画の施策内容や指標等について見直しを行います。 

 

５ 計画の基本的な考え方 

本計画を策定するに当たっては、以下の３つの考え方を基本とします。 

１ 市の環境に関する課題を、過去から現在までの環境の変化、現状から把握し、その特

性に合わせた取組の方針を定める。 

２ 国際動向を考慮し、国・県の環境基本計画の主旨を踏まえた計画とする。 

３ 市民、事業者、市が目指すべき市の将来像を共有し、その達成に向け、各主体が取り

組む事項をまとめる。 
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第２章 現状分析 

１ 社会情勢 

近年の動向を取りまとめたものは以下のとおりです。  

国
際
的
な
動
向 

国
の
動
向 

県
の
動
向 

SDGs（持続可能な開発目標） 

平成 27（2015）年に開催された「国連持続

可能な開発サミット」において、「持続可能

な開発のための 2030 アジェンダ」が採択さ

れ、令和 12（2030）年までに持続可能でよ

りよい世界を目指す国際目標として SDGs

が掲げられた。 

これは、人間活動に起因する諸問題を喫緊

の課題として認識し、国際社会が協働して

解決に取り組んでいくための画期的な合意

となっている。 

第六次環境基本計画 

環境基本法に基づく国の計画であり、令和

6（2024）年 5 月に閣議決定された。気候変

動、生物多様性の損失及び汚染の３つを世

界的危機として捉えると共に、将来にわた

って「ウェルビーイング/高い生活の質※」

（市場的価値＋非市場的価値）の実現を目

指すという新たな発展の方向性を示してい

る。 

パリ協定 

平成 27（2015）年 12 月の国連気候変動枠

組条約第 21 回締約国会議において採択さ

れた気候変動問題に関する国際的な枠組

み。 

グラスゴー気候合意 

令和 3（2021）年 11 月に、2100 年の世界平

均気温の上昇を産業革命前に比べ 1.5 度以

内に抑える努力をすることや、世界の二酸化

炭素の排出量を今世紀半ば頃に実質ゼロと

することが合意された。 

脱炭素社会の実現 

令和 3（2021）年の地球温暖化対策の推進

に関する法律の一部改正により、パリ協定

の目標や令和 2（2020）年に表明した｢2050

年カーボンニュートラル宣言※｣が基本理念

として法に位置づけられた。 

また、同年に閣議決定された「地球温暖化

対策計画」では、「2030 年度において、温室

効果ガスを 2013 年度から 46％削減するこ

とを目指す。さらに、50％の高みに向け、挑

戦を続けていく」ことが目標として掲げら

れた。 

ぐんま５つのゼロ宣言 

令和元（2019）年 12 月の宣言。「災害に強

く、持続可能な社会を構築するとともに、県

民の幸福度を向上させる」ことを目的とし

て、自然災害による死者「ゼロ」、温室効果

ガス排出量「ゼロ」、災害時の停電「ゼロ」、

プラスチックごみ「ゼロ」、食品ロス「ゼロ」

の５つで構成されている。 

群馬県地球温暖化対策実行計画 

ぐんま５つのゼロ宣言の目標の１つであ

る温室効果ガス排出量「ゼロ」を踏まえて

令和 3（2021）年に策定した計画。温室効果

ガス排出量の削減目標について 2030 年度

に 50％削減（2013 年度比）、2050 年度に温

室効果ガス排出量「ゼロ」を掲げられた。 

環境全般 気候変動 
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パリ協定をはじめとした近年の地球温暖化に関する社会の動向や、国の「地球温暖化対策

実行計画（2021 年 10月 22日閣議決定）」、群馬県の「群馬県地球温暖化対策実行計画 2021-

2030」を踏まえたものとします。また、本計画の上位計画として「沼田市環境基本条例」に 

 

プラスチック廃棄物の越境規制 

令和元（2019）年開催のバーゼル条約第 14

回締約国会議において、プラスチックの廃

棄物を新たに条約の規制対象に追加する条

約附属書改正が決議された。 

資源循環 生物多様性※ 

大阪ブルー・オーシャン・ビジョン 

令和元（2019）年開催の「G20 大阪サミッ

ト」において「2050 年までに海洋プラスチ

ックごみによる追加的な汚染をゼロにまで

削減することを目指す。」というビジョンが

共有された。 

第五次循環型社会形成推進基本計画 

循環型社会形成推進基本法に基づく国の

計画であり、令和 6（2024）年 8 月に閣議決

定された。 

循環経済への移行が、気候変動や生物多様

性保全といった環境面に加え、産業競争力

強化・経済安全保障・地方創生・質の高い

暮らしの実現にも資することが掲げられ

た。 

第三次群馬県循環型社会づくり推進計画 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基

づく群馬県の計画。令和 3（2021）年 3 月

に策定され、令和 4（2022）年 3 月には、

「群馬県食品ロス削減推進計画」「群馬県バ

イオマス活用推進計画」「群馬県海岸漂着物

対策推進地域計画」の内容を追加する改訂

を行った。 

昆明･モントリオール生物多様性枠組 

令和 4（2022）年 12 月に採択された生物

多様性に関する新たな世界目標の枠組。

2050 年ビジョンとして「自然と共生する世

界」を掲げたほか、「自然を回復軌道に乗せ

るために生物多様性の損失を止め反転させ

るための緊急の行動をとる」という 2030 年

ミッションの設定と、それらの具体的なゴ

ールを描いた 2050 年グローバルゴール、

2030 年グローバルターゲットなどで構成

された。 

生物多様性国家戦略 2023-2030 

昆明･モントリオール生物多様性枠組に基

づき、令和 5（2023）年 3月に策定。2050 年

ビジョンに「自然と共生する社会」、2030 年

に向けた目標に「ネイチャーポジティブ（自

然再興）※の実現」が掲げられた。 

30by30（サーティ・バイ・サーティ） 

2030 年までのネイチャーポジティブの実

現へ向け、2030 年までに陸と海の 30％以上

を健全な生態系として効果的に保全しよう

とする目標が掲げられた。 

生物多様性ぐんま戦略 

生物多様性基本法に基づく生物多様性地

域戦略。平成 29（2017）年 3 月に策定され

た。県内の各地に存在する個性豊かな自然

環境とそれによって育まれてきた文化や産

業を「地域の宝」として保全しながら利用を

進めていくことで好循環を促し、豊かな自

然を未来につないでいくことを目指してい

る。 
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２ 市の環境の特徴と過去からの変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の平均気温は 30年間で約 1.2℃の上昇が見

られます。この要因としては地球温暖化による

影響が考えられます。全国の気温上昇と比較し

ても、市の気温は上昇幅が大きい傾向にありま

す。 

市内全域から排出される温室効果ガス排出量

は過去 8年間で 22.8％減少しています。温暖化

対策が進んでいる一方で、市としての目標達成

には更なる取組が必要です。 

市内全域から排出される温室効果ガス排出量

の内訳を全国の排出量内訳と比較すると、特に

運輸部門の排出量の割合が大きく、産業部門の

排出量の割合が小さい傾向があります。 

市の日照時間は過去 10年間の平均で 2,201時

間です。全国主要都市と比較しても日照時間が

長い特徴があります。 

変化 日平均気温等の年別平均 

変化 市域の温室効果ガス排出量 

特徴 月別平均日照時間 

特徴 温室効果ガス排出量の内訳 
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市の土地のうち、林野面積が約 77％という大

きな割合を占めています。中でも国有林の面積

が多く、市の豊かな自然や生物多様性の形成に

寄与しています。 

田・畑の耕作面積は減少傾向にあります。耕作

放棄地の増加は、生活環境に悪影響を及ぼすと

ともに、鳥獣被害の増加を生じる懸念がありま

す。 

市の市民 1 人当たりが 1 日に排出する一般廃

棄物の量は、過去 10年間で 8.7％減少していま

す。しかしながら、群馬県や全国と比較して、市

の排出量は多い水準にあり、更なる削減の取組

が必要です。 

特徴 市の林野割合とその内訳 

変化 農地の経営耕作面積 

市が対応する公害苦情の件数は概ね横ばいで

推移しています。苦情の内容では、屋外の燃焼行

為を起因とする大気汚染関係の苦情や、空き家・

空き地を起因とする生活環境の苦情が多い傾向

にあります。 

変化 公害苦情対応件数 

変化 1人 1日当たり一般廃棄物排出量 

本頁は「沼田市環境基本計画の改訂に向けた基礎調査報告書」の内容から、

特に市の環境として特徴的なもの、重要なものを抜粋しています。調査内容の

詳細は市 HP掲載の報告書をご覧ください。 

QR 

コード 
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コラム SDGs（持続可能な開発目標） 

   
 「SDGs（持続可能な開発目標）」は、全世界共通の国際目標として平成 27（2015）年

9月の国連サミットにおいて採択され、地球上の「誰一人取り残さない」社会の実現を

目指し、17 のゴール（目標）と 169 のターゲット、232 の指標が掲げられ、国家レベ

ルだけでなく、市民、事業者、地方公共団体等の多様な主体が連携して行動すること

が求められています。また、SDGsの 17のゴールは相互に関係しており、経済面、社会

面、環境面の課題を統合的に解決することや、１つの行動によって複数の側面におけ

る利益を生み出す多様な便益（マルチベネフィット）を目指すことが求められていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下図は 17の目標を 3層に分類して総合的に整理した「SDGsウエディングケーキ図」

です。「経済」は「社会」に、「社会」は「（自然）環境」に支えられて成り立つという

考え方を示しています。土台となる「環境」の保全が、私たちが目指す社会の実現に

おいて、最も基礎的で重要であることが、この図から読み取ることができます。 

 

   

出典：森里川海からはじめる地域づくり 地域循環共生圏構築の手引き（環境省） 

   （Stockholm Resilience Centre の図に環境省が追記したもの） 
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３ 市の取組 

（１）森林文化都市宣言 

市では、平成 2（1990）年 12月に全国で初めてとなる「森林文化都市宣言」を行い、取組

を推進してきました。 

 

森林文化都市宣言 

私たち沼田市民は、あらゆる生命の基盤である豊かな森林にかこまれたまちを誇りと

し、人と自然が真にふれあう理想のまちをめざします。 

それは、このまちに住む人・訪れる人がつくるうるおいと文化のかおり高いまちであ

ります。 

ここに、森林文化につつまれた人間都市・沼田の創造をイメージして「森林文化都市」

を宣言します。 

 

令和 7（2025）年には、「森林文化都市宣言」から 30 年以上が経過する中で、改めて本宣

言に掲げる理想の都市像を創造するために、今後、実施を検討する具体的な施策について記

載した計画として「森林文化都市アクションプラン」を策定しました。 

同計画は、市の総合計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略といった上位計画に即して策

定した個別計画ですが、その趣旨から、環境施策としての側面を持つ事業計画案が多く掲げ

られており、その具体化に向けた取組を推進しています。 
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（２）ゼロカーボンシティ宣言 

令和 4（2022）年 2 月 22 日に、2050 年までに二酸化炭素を始めとする温室効果ガスの排

出量を実質ゼロにすることを目指す「ゼロカーボンシティ※」を宣言し、市民、事業者、市

が一層連携・協働しながら地球温暖化対策に取り組んでいくこととしました。 

 

  

近年、地球温暖化が原因とみられる気候変動の影響により、世界各地
で干ばつや洪水等の気象災害が観測されています。我が国においても、
年平均気温の上昇のほか、これまで経験したことのない豪雨によって
各地で甚大な被害が発生するなど、私たちの日常生活のみならず、財産
や生命までをも脅かす状況となっています。 

 
２０１５年に採択されたパリ協定では、「産業革命前からの平均気温

上昇の幅を２度未満とする」目標が国際的に共有されました。２０１８
年に公表された国連の気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の特
別報告書では、「地球規模での気候変動、環境変化の深刻化を抑えるに
は、２０５０年前後までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすること
が必要」とされ、我が国も２０２０年１０月、「２０５０年カーボンニ
ュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しました。また、
持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）においても、気候変動への具体的な対
策等が掲げられており、これらの理念や視点に立った行動が求められ
ています。 
 
私たちが暮らす沼田市は、豊かな森林、清らかに澄んだ水・空気な

ど、自然の恵みを受けつつ発展してきました。そして、平成２年１２
月、人と自然が真にふれあう理想のまちを目指して「森林文化都市宣
言」を行いました。私たちの誇りである豊かな自然や貴重な歴史的・文
化的な資源は、先人たちがたゆまぬ努力で築き上げ、守ってきた大切な
財産です。気候変動のリスクを低減し、かけがえのない財産を未来につ
なぐため、市民や事業者の皆様と一層連携・協働しながら地球温暖化対
策に取り組み、２０５０年までに二酸化炭素を始めとする温室効果ガ
スの排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」の実現を目指すこ 
とをここに宣言します。 
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（３）環境関係計画等の変遷 

市では、公害や廃棄物問題の顕在化や地球環境への関心の高まり等を背景として、平成 15

（2003）年 3月に、沼田市環境基本条例を制定しました。平成 16（2004）年 3月には、第 1

次に当たる「沼田市環境基本計画」が策定され、以降、各分野の個別計画の策定や計画改訂

が行われてきました。主な計画策定等の変遷については下図のとおりです。 

 

年
地球環境

分野

廃棄物

分野

生活環境

分野

自然環境

分野

H15

H16

H25

H28

H31

R2

R3

R4

R5

沼田市環境基本条例

沼田市環境基本計画

改訂　沼田市環境基本計画

沼田市地球温暖化対策実行

計画（エコの実プラン）

沼田市くらしの

環境美化条例

沼田市地球温暖化対策実行

計画エコの実プラン

2023-2030

一般廃棄物処理

基本計画

災害廃棄物処理

基本計画

H22

H27

第二次沼田市環境基本計画

沼田市地球温暖化対策実行

計画（エコの実プラン）

中期目標設定版

沼田市ゼロカーボン

シティ宣言

一般廃棄物処理

基本計画

第二次沼田市再生可能

エネルギー導入方針

沼田市再生可能

エネルギー導入方針
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第二次計画の策定以降、特に地球環境分野において計画の策定や改訂を多く行っています。

これは地球温暖化対策の重要性の国際的な高まりを受け、市においてもその取組の重要性が

増したことによるものです。 

令和 4（2022）年には、国の「2050 年カーボンニュートラル宣言」や地球温暖化対策計画

の改訂を背景に、「沼田市ゼロカーボンシティ」宣言を行い、2050年までに温室効果ガス排

出量を実質ゼロにするという新たな目標に向け、「沼田市地球温暖化対策実行計画エコの実

プラン 2023-2030」を策定し、取組を推進しています。 

廃棄物分野においては、循環型社会の構築に向けた一般廃棄物の適正な処理を行うため

「一般廃棄物処理基本計画」を適宜策定するとともに、令和 2（2020）年には、大規模地震

やその他自然災害により発生する災害廃棄物について、適正かつ迅速に処理し、市民生活の

速やかな復旧・復興を図ることを目的とした「災害廃棄物処理計画」を策定しました。 

また、一般廃棄物処理施設の老朽化や今後予想される人口減少や少子高齢化の影響を考慮

し、沼田市、片品村、川場村、昭和村、みなかみ町の 5市町村における広域処理に向けた検

討を進めてきました。現在は、合意書及び協定書の締結を経て、広域処理に向けた取組を本

格的に推進しています。 

生活環境分野においては、公害防止のためのモニタリングを継続的に続けるほか、平成 25

（2013）年に制定した「沼田市くらしの環境美化条例※」を推進し、良好な生活環境の保全

に取り組んでいます。 

自然環境分野においては、市の豊かで特徴のある生態系を守るための活動や啓発を実施し

てきました。近年では、市の中でも特に特徴的な自然環境・生態系を有する玉原高原を市民・

事業者・市が連携・協力して保全していくことを目的とした協定を締結する等、新たな取組

を推進しています。 

 

（４）第二次計画の取組結果 

第二次計画においては、施策の基本方針となる 6つの柱を定め、それぞれに取組内容を列

記し、毎年度、庁内において、取組内容の実施状況と評価を取りまとめ、これを環境審議会

に報告し、年次報告書として集約してきました。この年次報告書の取りまとめ結果を基に、

計画期間の取組結果を下表のとおりまとめました。 

計画期間において「継続的な取組を実施している」ものは 24 項目で、全体の約 6 割を占

めています。一方で「継続的に取組を実施しているが効果が限定的」なものが 5 項目、「過

去に取り組んでいたが現在は実績がない」ものが 3 項目、「計画期間中の実績がない」もの

が 7項目あります。 
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（５）個別計画の進行状況 

環境基本計画に紐付く個別計画では、具体的な目標値を設定し、取組を推進しています。

各目標値に対する進行状況は下表のとおりです。 
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４ 市民の意識 

（１）沼田市環境基本計画の認知度 

市民の環境基本計画に対す

る認知度についての調査では、

「名称も内容も知らない」の回

答が約 70％でした。調査の実施

時期が第二次計画策定から 10

年目であることを踏まえても、

低い認知度であることから、認

知度向上に向けた取組が必要

です。 

 

（２）環境保全の取組状況 

市民の環境保全の取組状況

では、ごみの排出に関する取組

や、買い物における取組、節電・

節水、食品ロス防止等の取組に

ついては、多くの人が取り組ん

でいます。一方、環境保全活動

への参加や公共交通機関の活

用、徒歩・自転車による移動等

の取組については、十分に取り

組まれてない状況です。 

時間や手間が掛からない取

組については、改善傾向が強い

一方、移動や活動参加等の取組

では取組が減る傾向が見られ

ます。 
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高校生を対象とした調査に

おいても、回答の傾向は同様で

あり、ごみの排出に関する取組

や、買い物における取組、節電・

節水、食品ロス防止等の取組に

ついては、多くの人が取り組ん

でいます。 

平成 25（2013）年実施の調査

との比較では、全体として改善

傾向が見られており、高校生世

代の環境意識が向上している

ことが要因であると考えられ

ます。 

 

 

 

 

 

 

事業者を対象とした調査で

は、事業活動において特にラン

ニングコストに直結する設備

等についての省エネ化が実施

されている結果がみられます。

一方、再生可能エネルギー※の

導入や電気自動車の導入とい

った追加的投資については、取

組が十分ではないという結果

です。 

平成 25（2013）年実施の調査

との比較では、グリーン購入や

ペーパレス化の推進の取組が

大きく低下していますが、取組

が一定程度進んだ結果である

可能性が考えられます。 
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（３）環境問題に対する関心度 

環境問題に関する関心度で

は、特に地球温暖化及び気候変

動の関心が高まっています。ほ

かにも、日常生活に密接な関わ

りがある大気・水質等の公害の

問題、食・農業、ごみに関連し

た問題に対する関心が高い回

答率となっています。 

平成 25（2013）年実施の調査

では、平成 23（2011）年に発生

した福島第一原発事故による

市内の放射能汚染により、大き

な関心のあった項目が、同事故

による影響の低下に伴って関

心度の低下が見られます。 

 

 

 

 

高校生を対象とした調査に

おいても、最も関心が高い項目

は地球温暖化問題です。併せ

て、その対応策となる再生可能

エネルギーについても関心が

高い点が、市民を対象とした調

査との違いとなっています。そ

の他、生物に関する項目につい

ても高い関心が見られます。一

方、大気・水質・土壌といった

公害の問題については関心が

高くない結果です。 
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（４）環境保全と事業活動の関わり 

事業における環境保全の重

要性についての調査では、環境

保全の重要性が 10 年前と比較

して高まっているという回答

が 8割を占めており、社会的な

意識の変容が見られます。 

 

 

 

 

 

事業活動に影響がある環境

の取組では、廃棄物に関連した

取組の回答率が特に高く、省資

源・省エネルギー対策や公害対

策がこれに続いて高い傾向に

あります。 

平成 25（2013）年実施の調査

で回答率が高かった温室効果

ガスの排出抑制については、回

答率が低下しています。 
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事業者が環境活動に取り組

む上での課題では、費用の増加

という回答が最も多く、次いで

人材不足や支援の不足が高い

回答率となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者が環境保全に取り組

むことで得られた効果として

は、業務コストの削減という回

答が最も多い結果です。 

上記の調査結果を踏まえる

と、事業者が設備投資等を行う

上では、初期費用を掛ける点で

課題がある一方、取組を実施す

ることで維持管理費用を削減

する効果が得られることが利

点になるといえます。 
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（５）市の環境に対する満足度 

身近な環境について満足し

ているかの調査では、緑の豊か

さ、空気のきれいさ、水のきれ

いさといった自然環境面での

満足度が高い傾向にあります。 

生活環境に関連する項目で

は、住んでいる地域の静けさが

高い満足度である一方、土地や

建物の活用状況、廃棄物の不法

投棄の状況、有害鳥獣による被

害状況、公共交通機関の利便性

の満足度が低い傾向にありま

す。森林と居住圏が近い、人口

の密度が低いといった中山間

地が持つ特徴による影響が見

られるものと考えられます。 

 

高校生を対象とした調査で

も満足度の傾向は同様です。 

全体として、市民を対象とし

た調査よりも満足度が高く、平

成 25（2013）年実施の調査の回

答と比較しても改善傾向にあ

ることがわかります。 
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現在の居住地に住み続けた

いかの調査では、今後も住み続

けたいという回答が 6割と最も

高い回答率です。 

平成 25（2013）年実施の調査

の回答と比較すると今後も住

み続けたいという回答の割合

が若干低下していますが、全体

で大きな意識の変化はないと

考えられます。 

 

 

住み続けたいと回答した理

由では、自然環境、生活環境等

を気に入っているといった回

答が多く、環境面での満足度が

居住を続ける一因となってい

ると考えられます。 

平成 25（2013）年実施の調査

との比較では、他に移る理由が

特に見当たらないという回答

が減っており、より積極的な理

由が挙げられています。 

 

 

 

高校生を対象とした調査で

は、今後も住み続けたいという

回答が最も多いものの、全体の

４割に満たず、市民を対象とし

た調査と比較すると低い回答

率となっています。しかしなが

ら、平成 25（2013）年実施の調

査と比較して改善傾向にあり

ます。 
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住み続けたいと回答した理

由では、市民対象の調査と同

様、自然環境、生活環境等を気

に入っているといった回答が

多く、環境面での満足度が居住

を続ける一因となっていると

考えられます。 
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（６）意見交換の実施結果 

市の環境政策について、意見を聴取するため、市民、事業者を対象とした意見交換の場を

設けました。 

①市民対象の意見交換結果 

開催日 令和 6（2024）年 8月 17日(土) 

名称 ぬまた未来共創会議 Vol.6 

対象 市民 

概要 市の他計画と一括して意見交換 

参加人数 計 37名（二部制で開催） 

この意見交換は、市民を対象として、住んでいて良かったこと・困ったこと、20年後の市

の姿などを題材として実施しました。環境に限らず、様々な意見が出されましたが、特に環

境が関係する内容を抜粋して下表にまとめました。 

 

 



23 

 

市の自然の豊かさ、水のきれいさ、農作物の品質の高さ等の自然的な価値に由来する肯定

的な意見が多く見られた一方、森林整備や耕作についての課題が挙げられています。生活環

境の面では、特に市の地理的特性として、災害が少ないという意見が多く挙げられています。

また、公共交通の不便さと、それに起因する自動車の利用についての課題が多く挙げられて

います。 

 

②事業者対象の意見交換結果 

開催日 令和 6（2024）年 8月 27日(火) 

名称 ぬまたの環境を考える意見交換会 

対象 事業者 

概要 環境の課題とその解決策について意見交換 

参加人数 計 13名 

この意見交換では、事業者を対象として、市の環境の課題とその解決策について意見交換

を実施しました。農業、林業、観光業、郵便業、通信業、金融業、建設業等、多岐にわたる

業種の方に参加いただきました。その結果を下表にまとめました。 
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この意見交換においては、特に、森林整備を適正に実施する上での課題、ごみの排出等に

関する課題、地球温暖化の影響についての課題が多く挙げられています。また、環境全般の

課題として、SDGsやカーボンニュートラルといった大きな目標について、事業者としてどの

ように取り組めばよいかわからないという意見、その体制が整ってないという意見も挙げら

れています。解決策としては、個々の事業者の取組のほかに、自治体の支援等が必要という

意見も挙げられています。 
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５ 市の環境から見えるもの 

本計画の策定に当たっては、令和 6（2024）年 6月に市の環境に関連した各種現況調査を

実施し、基礎調査報告書を作成しました。この報告書に加え、本章で取りまとめた結果を踏

まえ、次期計画を策定する上で重要となる市の環境の特徴について、下表のとおり分析を行

いました。なお、手法として、SWOT 分析※を用いています。 

 

市の環境の「強み」では、豊かな自然環境に起因するものが多くあります。これらは、市

民の共通認識として、肯定的な評価がされています。 

「弱み」では、高齢化や人口減少に起因して近年拡大傾向にある農林業の衰退や空き家の

増加といった問題があります。その他、公共交通機関や一般廃棄物の問題など、市民の生活

に関わりの深い問題が見られます。企業間の協力体制についても課題があります。 

外部環境では、SDGs やパリ協定等の国際的な取組を背景に、国内では国の第六次環境基本

計画、県内では「ぐんま５つのゼロ宣言」に基づく政策推進等の新たな取組を推進する環境

が構築されている点、市民や事業者においても、環境保全の重要性が高まっているという認

識がされている点などが「機会」として挙げられます。 

「脅威」については、国の第六次環境基本計画で示されている課題を列挙しました。「気

候変動」「生物多様性の損失」「汚染」は国の計画において最も重大な危機として挙げられて

います。また、「人口減少と少子高齢化」という社会的な変化、「経済の長期停滞」という経

済的背景は経済活動・事業活動のみならず、環境保全活動にも影響を与える重要な要素とし

て挙げられています。 

市の環境施策を推進する上では、機会や脅威を正確に捉え、弱みを最小化しながら、市の

環境が持つ強みを最大化できるような取組が重要となります。  
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第３章 市が目指す将来像 

１ 市が目指す将来像 

沼田市環境基本条例の序文では、豊かな森林、清らかに澄んだ水・空気という自然の恵み

を市の特徴として示し、人と自然が真にふれあう理想のまちとより良い環境を築くことを掲

げています。 

また、国の第六次環境基本計画においては、「ウェルビーイング／高い生活の質」を目的

とし、ストックである自然資本（環境）を維持・回復・充実させることが「新たな成長」の

基盤になることが示されています。 

市の環境の現状分析結果からは、市の豊かな自然が市民の誇れる貴重な財産であることが

改めて確認されました。これを守り、育てていく取組は、次世代の人々の生活の質や幸福度

を向上することにつながります。これは、市がこれまでの環境基本計画で目指してきた将来

像にほかなりません。 

以上を踏まえ、本計画では、沼田市環境基本条例の理念に基づき、望ましい将来像を以下

のように定めます。 

 

 

さわやかな空気、澄んだ水、  

緑豊かな、自然にやさしいまち  

 

 

この望ましい将来像を本計画の目標とし、市の環境を取り巻く情勢を把握し、現状に即し

た施策や手法を導入しながら、その実現を目指します。 
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コラム 第六次環境基本計画 

   
 第六次環境基本計画は、令和 6（2024）年 5 月に閣議決定された政府の環境施策の大

綱を定める計画です。本計画においては、地球が直面している危機として、「気候変動」

「生物多様性の損失」「汚染」の３つが挙げられています。 

 

これを踏まえ、将来にわたって「ウェルビーイング／高い質の生活」をもたらす「新

たな成長」が方針として掲げられました。 

自然資本（環境）を維持・回復・充実させることが「新たな成長」の基盤となること

や、無形資産である「環境価値」の活用による経済全体の高付加価値化等について記

載する等、環境と経済・社会の統合的向上を目指している点が、第六次計画の特徴と

なっています。 

 

 

   
出典：第六次環境基本計画の概要（環境省） 
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第４章 施策の体系 

１ 基本方針と施策 

市が目指す将来像を実現させるため、本計画では５つの分野ごとの基本方針を定め、この

方針に基づき施策を展開します。 

５つの基本方針 
 

１ 地球温暖化対策 

 沼田市ゼロカーボンシティ宣言に基づき、脱炭素社会の実現に向けた取組

を進めるとともに、気候変動に対する適応策を講じます。 

２ 自然環境の保全 

 市の豊かな自然の保全することにより生物多様性を確保するとともに、森

林文化都市宣言と関連した取組を進めます。 

３ 循環共生型社会の実現 

 ごみの減量化・資源化を基本に、自然資本を維持・回復・充実させる社会

づくりを進めます。また、事業活動との関連を考慮した環境施策を実施しま

す。 

４ 安心・安全な生活環境の実現 

 市民が安心して生活できる環境を確保するために公害対策やモニタリング

を実施します。また、心豊かな暮らしに向けた良好な環境の創出に努めます。 

５ 協働による取組 

 市民、事業者、市が協働で環境保全を進める体制を構築し、取組を実施し

ます。また、市民一人一人が個々に環境を学び、実践できる環境づくりを行

います。 

 

本計画では、市が目指す将来像を起点に、５つの基本方針と、それに紐づく施策を体系的

に整理しています。その関係を下図に示します。 
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２ 本計画の体系 

将来像  基本方針   重点施策  

    

        

さ
わ
や
か
な
空
気
、
澄
ん
だ
水
、 

緑
豊
か
な
、
自
然
に
や
さ
し
い
ま
ち 

 

１ 地球温暖化対策 

  
脱炭素社会実現の取組 

 

    

    

     

 

 

  
気候変動への適応 

 
    

    

       

 

２ 自然環境の保全 

  生物多様性の確保と 

自然共生 

 

    

    

     

 

 

  
森林環境の保全 

 
    

    

       

 

３ 循環共生型社会の実現 

  ごみの減量化・資源化と 

適正処理 

 

    

    

     

 

 

  
環境と事業活動の共生 

 
    

    

       

 

４ 
安心・安全な 

生活環境の実現 

  
生活環境の保全 

 

    

    

     

 

 

  
快適な生活環境の形成 

 
    

    

       

 

５ 協働による取組 

  市民、事業者、市の 

協働による取組 

 

    

    

     

 

 

  個々が学び、実践する 

環境づくり 
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 個別施策 
 

  
① ライフスタイルの変革を促す啓発事業の実施 
② 再生可能エネルギーの普及促進 
③ 公共施設の脱炭素化の取組 
④ 再生可能エネルギーを通じた環境啓発の実施 
⑤ 再生可能エネルギー地産地消へ向けた取組 

 

 

 

 

① 熱中症対策の推進 
② 気候変動を考慮した事業活動の実施 
③ 自然災害軽減に向けた取組 

 

 

 

 
① 市民・事業者と連携した保全活動 
② 玉原高原の自然体験の場としての活用 
③ 外来生物への対策実施 
④ 自然を知り、親しむ活動の実施 

 

 

 

 ① 森林整備事業 
② 林業の担い手育成 
③ 森林・木材に親しむ機会の創出 
④ 木育※の推進 
⑤ 地場産材の公共施設への利用 
⑥ 企業連携による森林保全 

 

 

 

 
① ごみの分別の徹底 
② 資源リサイクルの推進 
③ 廃棄物適正処理の推進 
④ 一般廃棄物処理施設整備の検討 
⑤ 市民と連携した取組 

 

 

 

 
① 田園空間の保全と整備 
② 農地の適正管理、耕作放棄地対策 
③ 開発事業や事業活動における環境への配慮 
④ 有害鳥獣対策 
⑤ 環境資源と観光の共生 

 

 

 

 ① 公害防止対策及びモニタリング 
② 野焼き等の防止 
③ 地域美化 
④ 空き家対策 
⑤ 生活雑排水処理 
⑥ 放射線対策 
 

 

 

 

 

 ① 公共交通機関の充実 
② 都市緑化の推進 
③ 花いっぱい運動の推進 
④ 景観の形成 

 

 

 

① 環境活動団体との連携 
② 高等学校との連携 
③ 事業者との連携 

 

 

 

 

① 市民参加型の啓発事業の開催 
② 幼稚園・小中学校における環境教育活動 

 

 

 

 
※黄色の網掛けは、基本方針１～４の個別施策のうち、「基本方針５協働による取組」と関わりの深いものです。 
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第５章 施策の展開 

基本方針１ 地球温暖化対策 
IPCC※（気候変動に関する政府間パネル）の第６次評価報告書によれば、世界の平均気温

は、工業化前と比べて令和 2（2020）年までに約 1.09℃上昇しました。この気温上昇は、対

策を取らなければ 2100 年までに最大で 5.7℃上昇する可能性があるとされており、世界的

な対策が不可欠です。 

平成 27（2015）年 12 月に採択された「パリ協定」をきっかけとして、令和 2（2020）年

10 月には、我が国においても 2050 年カーボンニュートラルを宣言する等、地球温暖化対策

を取り巻く情勢は大きく動いています。 

市においては、令和 4（2022）年 2 月 22 日に、2050 年までに二酸化炭素を始めとする温

室効果ガスの排出量を実質ゼロにすることを目指す「沼田市ゼロカーボンシティ」を宣言し

ました。宣言の実現に向け、市民、事業者、市が一層連携・協働しながら脱炭素化を推進し

ます。 

また、既に顕在化している気候変化に対しては、自然生態系や社会・経済システムを調整

することにより気候変動の悪影響を軽減する「適応」の取組を推進します。 

 

目指す市の姿 

 

市民に新たなライフスタイルが定着し、市域に省エネル

ギー化の取組や再生可能エネルギー導入が広がっている。 

 

数値目標 

 

指標 現状 目標 目標（長期） 

市域の温室効果ガ

ス排出量 

311,630t-CO2 

令和 3(2021)年度 

206,059t-CO2 

令和 12(2030)年度 

実質ゼロ 

2050年度 

区域の再生可能エ

ネルギー自給率 

27.1% 

令和 5(2023)年度 

37.1% 

令和 15(2033)年度 
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市の取組施策 

 

重点施策 個別施策 事業 

脱炭素社会

実現の取組 

ライフスタイルの変革

を促す啓発事業の実施 

新しいライフスタイルの啓発 

緑のカーテン普及推進 

再生可能エネルギーの

普及促進 

家庭への再生可能エネルギー導入促進 

バイオマス※の利活用促進 

公共施設の脱炭素化の

取組 

沼田市地球温暖化対策実行計画（事務事業

編）の推進 

再生可能エネルギー設備の効率的な管理運

営 

公共施設等への効果的な再生可能エネルギ

ー導入・活用の検討 

通年軽装執務の実施 

再生可能エネルギーを

通じた環境啓発の実施 

再生可能エネルギー設備を通じた環境啓発 

再生可能エネルギー地

産地消の取組 

電力地産地消の取組 

気候変動へ

の適応 

熱中症対策の推進 指定暑熱避難施設※の設置推進 

事業における熱中症対策の実施 

気候変動を考慮した事

業活動の実施 

農業における気候変動対策支援 

気象災害に係る補償制度の周知・啓発 

自然災害軽減に向けた

取組 

森林環境整備事業 
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市民に期待される役割 

 

「デコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）※」の趣旨を理解

し、デコ活アクションに取り組む。 

公共交通機関の利用や徒歩・自転車による移動を生活に取り入れる。 

家庭におけるエネルギー使用量を把握し、家庭でできることを考えて、省エネ型の生

活に転換する。 

住宅の新築・増改築時には、断熱性能の高い、省エネルギーで快適な住まいとするこ

とを検討する。 

熱中症に対する正しい知識を持ち、適切な予防を行う。 

気象災害への備えを確認する。 

 

コラム デコ活アクション 

   
 「デコ活」は、2050年カーボンニュートラル及び 2030 年度削減目標の実現に向け、

令和 4（2022）年 10 月に発足した国民の行動変容・ライフスタイル転換を強力に後押

しするための国民運動です。 

国民・消費者が行動変容・ライフスタイル転換の具体的な取組の事例として、3 分

野、計 13 種類の「デコ活アクション」を決定しました。以下の事例に限らず、暮らし

が豊かになり、脱炭素などに貢献していくものは、すべて「デコ活アクション」です。 

 

 

   

 

出典：「デコ活」～くらしの中のエコろがけ～ 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（環境省） 
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事業者に期待される役割 

 

エネルギー消費量や温室効果ガス排出量を把握し、脱炭素経営に取り組む。 

設備の効率的な運用方法を検討する。 

設備更新や施設改修時は、省エネルギー化を進める。 

再生可能エネルギー設備の導入や再生可能エネルギー由来の電力調達に努める。 

自動車を使用する事業では、エコドライブを実践するとともに、環境性能の高い車両

の導入に努める。 

事業活動における熱中症予防を徹底する。 

必要に応じて、気候変動を考慮した事業の転換について検討する。 

 

コラム 気候変動適応 

   
 気候変動の対策には、温室効果ガス排出量を削減する「緩和」と、気候変動の悪影

響を軽減する「適応」の二本柱があります。気候変動を抑えるためには、「緩和」が最

も必要かつ重要な対策ですが、「緩和」の効果が現れるには長い時間がかかるため、あ

る程度の気候変動は避けられません。将来、観測記録を更新するような異常気象が頻

繁に発生したり深刻化したりすることが懸念されており、変化する気候のもとで悪影

響を最小限に抑える「適応」の取組が不可欠です。 

 

 

   

  

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（国立環境研究所） 



35 

 

 

基本方針２ 自然環境の保全 
生物多様性をめぐっては、令和 4（2022）年 12 月に生物多様性の新たな世界目標「昆明・

モントリオール生物多様性枠組」が生物多様性条約 COP15において採択されました。我が国

においても、生物多様性国家戦略を改定するとともに、2030 年までの「ネイチャーポジティ

ブ」の実現と、このために陸と海の 30%以上を保全する「30by30（サーティ・バイ・サーテ

ィ）※」の目標を掲げています。 

市は、市域の約 77％を森林が占め、多様で豊富な自然環境が形成されています。市民意識

調査でも、「豊富な自然」は市が持つ貴重な財産であることが共通認識となっていることが

確認されました。全国初の森林文化都市宣言を行っている市において、市民が誇りとする市

の自然環境を次の世代へと伝えていくために、生物多様性や森林環境を保全する取組は非常

に重要です。 

取組に当たっては、市内で特に貴重な自然環境を有する玉原高原を代表的な地点と考え、

自然環境保全の象徴的な取組を推進するとともに、他地域への取組の波及を目指します。 

また、本計画書においては、環境基本計画に紐付く生物多様性に関する個別計画として、

生物多様性地域戦略を策定し、目標達成へ向けた取組を推進します。 

 

目指す市の姿 

 

森林が適切に管理・保全されるとともに、生物多様性の増

進のための活動が継続的に実施されている。  

 

数値目標 

 

指標 現状 目標 

市内の自然共生サ

イト※認定地域数 

0箇所 

令和 6(2024)年度 

1箇所以上 

令和 16(2034)年度 
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市の取組施策 

 

重点施策 個別施策 事業 

生物多様性

の確保と 

自然共生 

市民・事業者と連携した

保全活動 

市民・事業者・市が連携した保全活動の実

施 

玉原高原の保全と自然

体験の場としての提供 

モニタリングの実施 

遊歩道等の維持管理、パトロールの実施 

外来生物への対策実施 外来生物防除作業の実施 

クビアカツヤカミキリ※の対策実施 

自然を知り、親しむ活動

の実施 

青少年自然体験活動推進事業の実施 

自然環境を主題とした啓発事業の実施 

三沢交流広場管理事業 

森林環境の

保全 

森林整備事業 美しい森づくり基盤整備事業 

竹の伐採による里山の適正管理 

森林経営管理制度を活用した森林整備 

林業の担い手育成 林業の担い手育成 

特用林産物生産活力向上 

森林・木材に親しむ機会

の創出 

森林に触れる場の提供 

木工教室の開催 

木育の推進 ウッドスタート※事業 

木育の体験・普及啓発の推進 

地場産材の公共施設へ

の利用 

公共施設の新築・改築時の地場産材利用 

企業連携による森林保

全 

企業参加型の森林保全事業の推進 
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市民に期待される役割 

 

身の回りの自然を大切にする。 

自然に触れ、親しむ機会を増やす。 

外来種被害予防３原則※「入れない・捨てない・拡げない」を守る。 

木材や木工製品に触れ、生活の中に取り入れることを心掛ける。 

所有する森林を把握し、適正に管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム クビアカツヤカミキリ 

   
 クビアカツヤカミキリは、サクラやウメ、モモなどに寄生し、幼虫が木の中を食い

荒らす特定外来生物です。群馬県内では平成 29（2017）年度から被害状況の調査を実

施しており、東毛地区（群馬県南東部）を中心に被害が確認されていましたが、その

後、被害が拡大し、令和 6（2024）年度には、市においても被害が確認されています。

観光資源や農業へ大きな影響を及ぼすことから、県内において被害の抑制等の対策が

実施されています。 

 

   

▲ クビアカツヤカミキリの成虫 ▲ 被害木の断面 

出典：特定外来生物クビアカツヤカミキリに注意してください（群馬県 HP） 

▲ 市内で確認される特定外来生物（オオハンゴウソウ） ▲ 沼田市誕生祝品 
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事業者に期待される役割 

 

事業活動によって生じる環境負荷の低減に努める。 

地域活動に積極的に参加する。 

地場産材の利活用を検討する。 

森林を適正に管理する。 

生物多様性保全の取組に協力する。 

 

  

▲ 間伐の様子 ▲ 間伐された森林 
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コラム 30by30（サーティ・バイ・サーティ）目標 

   
 「30by30（サーティ・バイ・サーティ）目標」とは、2030 年までに、陸と海の 30％

以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする目標です。 

令和 4（2022）年 12月に生物多様性条約第 15回締約国会議（COP15）で採択された

「昆明・モントリオール生物多様性枠組」では、2030 年グローバルターゲットの 1つ

に盛り込まれました。 

国では、この新枠組を踏まえ、令和 5（2023）年 3 月に新たな生物多様性国家戦略

「生物多様性国家戦略 2023-2030」を閣議決定し、2030 年までのネイチャーポジティ

ブ（自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転させること）実現

に向けた目標の一つとして 30by30目標を位置づけています。 

30by30目標は、国立公園などの保護地域の拡張と管理の質の向上だけでなく、OECM
※(保護地域以外で生物多様性保全に資する地域）の設定・管理を通して達成していく

ことになります。 

目標達成のためには、国の取組を推進することに加え、民間の取組等によって生物

多様性の保全が図られている区域を広げていくことも重要です。 

 

 

   

  

出典：30by30 ロードマップ（生物多様性国家戦略関係省庁連絡会議） 
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基本方針３ 循環共生型社会の実現 
令和 6（2024）年 8月に閣議決定された「第五次循環型社会形成推進基本計画」において

は、大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済・社会様式につながる一方通行型の線形経済か

ら、持続可能な形で資源を効率的・循環的に有効利用するサーキュラーエコノミー（循環経

済）※への移行を推進することが鍵であることが示され、環境負荷の低減と経済成長を共に

進めていくことが掲げられています。 

市のおいては、課題であるごみ排出量の削減へ向け、3R※（リデュース、リユース、リサ

イクル）の取組を一層進めるとともに、農業や、他の事業活動においては、環境保全と両立

した経済活動が実現できるような取組を推進します。 

また、発生する廃棄物については適正に処理するとともに、資源化へ向けた取組を推進し

ます。 

 

目指す市の姿 

 

市民一人一人がごみを減らす取組を日常的に行っている。

また、環境保全と両立した事業活動が広く行われている。 

 

数値目標 

 

指標 現状 目標 

１人１日当たりご

み排出量 

1,011g 

令和 5(2023)年度 

946g 

令和 15(2033)年度 

事業者の環境保全

の取組の状況（各調

査項目の平均） 

41.6% 

令和 6(2024)年度 

55% 

令和 15(2033)年度 
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市の取組施策 

 

重点施策 個別施策 事業 

ごみの減量

化・資源化と 

適正処理 

ごみの分別の徹底 分別方法の周知 

資源リサイクルの推進 ごみ再資源化の推進 

行政文書のリサイクル 

廃棄物適正処理の推進 農業資材の適正処理 

焼却施設・最終処分場適正管理 

不法投棄対策 

一般廃棄物処理施設整

備の検討 

一般廃棄物処理施設整備の検討 

市民と連携した取組 環境保健協議会と連携した取組 

環境と事業

活動の共生 

田園空間の保全と整備 山村振興促進事業 

農地の適正管理、耕作放

棄地対策 

農業経営者への支援 

農業後継者や新規就農者の育成、確保 

農用地有効利用のための利用集積の推進 

遊休農地の発生防止・解消 

開発行為や事業活動に

おける環境への配慮 

開発行為に対する環境配慮の指導 

環境負荷の少ない公共事業の実施 

事業活動における環境対策の推進 

有害鳥獣対策 有害鳥獣対策の推進 

環境資源と観光の共生 観光客へのマナー向上の啓発 
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市民に期待される役割 

 

ごみの分別を徹底し、出し方のルールを守る。 

使えるものはできるだけ再利用し、最後まで大切に使う。 

すぐにごみになるもの、資源化しにくいものの購入を控えるとともに、使い捨て商品

ではなく繰り返し使える商品を選択する。 

食べ残し等が発生しないよう、食材の使いきり、食べきりを心がけ、食品の適切な量

の購入に努める。 

すぐ使う食品は、商品棚の手前からとる“てまえどり※”を実践する。 

地元の食材や製品を積極的に購入する。 

生ごみを減らす取組を実践する。 

農地を適正に管理する。 

農薬や肥料は、環境への影響に配慮し適切に使用する。 

 

コラム てまえどり 

   
 食品小売店舗が販売する商品について、購入してすぐに食べる場合には、商品棚の

手前にある商品等の販売期限の迫った商品を積極的に選ぶことを推奨しており、この

購買行動を「てまえどり」という名称で普及啓発しています。 

食品の生産や加工、輸送や廃棄などの過程では二酸化炭素が排出されており、食品

ロスの削減は、食料という資源の浪費を減らすだけでなく、地球温暖化防止に寄与す

る取組です。 

 

 

   

  

▲ 店舗内掲示の様子 ▲ 沼田市内の小中学生がデザインしたてまえどりの啓発用 POP 
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事業者に期待される役割 

 

事業所内でごみの分別を行い、減量化・再資源化・再生利用に努める。 

事業活動から出る廃棄物は、事業者が責任を持って適正に処理する。 

製品に使用する材料をできるだけ減らす、再生利用が容易な材料を使用する等、ごみ

の減量化や再資源化に取り組む。 

資源を循環・利用し続けながら、新たな付加価値を生み出す「循環経済(サーキュラー

エコノミー）」を念頭に置いた事業活動を検討する。 

食品廃棄物の発生を抑制する。 

簡易包装、レジ袋の削減、量り売り等により事業活動におけるごみの発生抑制に努め

る。 

農地を適正に管理する。 

農薬や肥料は、環境への影響に配慮し適切に使用する。 

地域の自然的価値を生かした事業活動を行う。 

 

コラム サーキュラーエコノミー（循環経済） 

   
 資源を大切に使うための考え方としては「3R（リデュース、リユース、リサイクル）」

が知られていますが、「サーキュラーエコノミー（循環経済）」は、生産段階から再利

用などを視野に入れて設計し、新しい資

源の使用や消費をできるだけ抑えるな

ど、あらゆる段階で資源の効率的・循環的

な利用を図りつつ、サービスや製品に最

大限の付加価値をつけていくシステムを

指します。事業者は、資源の制約、環境の

制約等の課題を解決しつつ、経済的にも

成長していくことができるという考え方

です。 

 

   

  

▲ サーキュラーエコノミーの概念図 

出典：成長志向の資源循環経済システム「サーキュラーエコノミー」（前編）どんな課題を解決するの？（資源エネルギー庁 HP） 
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基本方針４ 安心・安全な生活環境の実現 
令和 6（2024）年 5月に閣議決定された国の「第六次環境基本計画」においては、「ウェル

ビーイング／高い生活の質」がその目的として掲げられています。環境保全の取組の中でも、

公害防止や地域美化、景観の保全等は私たちが生活する上で、最も直接的に影響を受けるも

のであり、これらの取組が継続的かつ十分に推進されることは、市民一人一人が安心・安全

に生活できることにつながります。 

これらを踏まえ、水質、道路交通騒音・振動等が生活環境に与える影響を継続的にモニタ

リングするとともに、良好な生活環境を確保するための対策を実施します。また、市民の生

活の質の向上につながる取組を推進します。 

 

目指す市の姿 

 

良好な生活環境が維持され、市民が今の場所に住み続けた

いと感じている。 

 

数値目標 

 

指標 現状 目標 

現住地に今後も住

み続けたいと考え

る市民の割合 

59.8% 

令和 6(2024)年度 

70% 

令和 16(2034)年度 
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市の取組施策 

 

重点施策 個別施策 事業 

生活環境の

保全 

公害防止対策及びモニ

タリング 

公害苦情対応 

水質モニタリング 

騒音モニタリング 

公害発生時の周知 

野焼き等の防止 野焼き防止の啓発 

地域美化 市内一斉清掃 

ボランティア清掃の推進 

空き家対策 空き家対策事業 

生活雑排水処理 公共下水道の整備・普及 

合併処理浄化槽の普及促進 

放射線対策 空間放射線量モニタリング 

放射線測定器貸出 

食品検査の実施と情報提供 

快適な生活

環境の形成 

公共交通機関の充実 利便性の高い公共交通機関の再編検討 

公共交通機関の利用促進 

都市緑化の推進 緑と花のあるまちづくり 

都市公園や緑地の整備 

花いっぱい運動の推進 活動支援事業 

景観の形成 景観計画制定の検討 
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市民に期待される役割 

 

野外焼却を行わない。 

家の周りの環境美化に努める。 

地域の美化活動へ積極的に参加する。 

空き家や空き地は所有者が責任を持って管理する。 

公共下水道への接続や合併処理浄化槽の導入を行う。 

合併処理浄化槽は適切に維持管理する。 

河川や水路を汚さないよう注意する。 

 

コラム 沼田市くらしの環境美化条例 

   
 「沼田市くらしの環境美化条例」は、市、市民

等、事業者及び土地所有者等が連携・協力して市

内の環境美化に取り組むことにより、市民の快適

なくらしの確保及び良好な生活環境の保全に寄

与することを目的とする条例で、平成 25（2013）

年 10月に施行されました。 

本条例では、ポイ捨てとペットのふんの放置を

禁止行為とし、空き地の適正な管理を義務規定と

して定めています。 
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事業者に期待される役割 

 

水質や騒音、振動、大気汚染などに関する基準を遵守する。 

低公害型の機器や設備の導入など、環境負荷の軽減に取り組む。 

事業敷地を適正に管理する。 

周辺住民等から苦情があった場合は、速やかに原因を把握し、問題解決に努める。 

地域の美化活動等に積極的に参加する。 

周囲の景観に配慮した事業活動に努める。 

 

コラム 公害と汚染予防 

   
 「公害」は、環境基本法により、次のように定められています。 

 

事業者が公害等の原因となる汚染を予防することは、法令を遵守する上で必要なこ

とであるとともに、消費者・市民等の評判を下げるリスクや問題発生に対応するため

の財務リスクを下げる意味でも重要です。 

また、高いコンプライアンス実績を示すことで、操業許可の取得や更新、検査等の

手続きが簡素化される、優良事業者として認定されることで事業拡大につながる等の

事業上のメリットにもなり得ます。 

 

 

   

出典：環境報告のための解説書～環境報告ガイドライン 2018 年版対応～参考資料（環境省） 
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基本方針５ 協働による取組 
本計画の目標達成には、特定の人が行動をするのではなく、全ての人々が少しずつ取り組

むことが重要です。 

市民や事業者が、自ら環境問題について考え、行動できるような環境づくりを推進すると

ともに、市民、事業者、市が一層連携・協力しながら課題を解決できるよう、地域における

情報の共有や提供、協力体制の構築等を行います。 

また、学校における環境教育の推進や、校外での体験の機会づくりなど、次世代につがる

環境活動を推進します。 

 

目指す市の姿 

 

市内の全ての市民・事業者が環境について考え、行動を実

践している。 

 

数値目標 

 

指標 現状 目標 

市民の環境保全の

取組の状況（各調査

項目の平均） 

52.8% 

令和 6(2024)年度 

70% 

令和 16(2034)年度 

上記のうち、環境学

習や自然体験等の

活動への参加状況 

7.4% 

令和 6(2024)年度 

20% 

令和 16(2034)年度 
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市の取組施策 

 

重点施策 個別施策 事業 

市民、事業

者、市の協働

による取組 

環境活動団体との連携 「ぬまた環境ネット※」への加盟団体の拡大 

加盟団体相互の情報共有 

加盟団体活動支援 

高等学校との連携 高校生参加事業の実施 

事業者との連携 事業者と連携した事業の実施 

個々が学び、

実践する 

環境づくり 

市民参加型の啓発事業

の開催 

「環境フォーラムぬまた」の開催 

環境意識向上に向けた事業の展開 

幼稚園・小中学校におけ

る環境教育活動 

環境啓発コンクールの実施 

幼稚園・小中学校における環境教育の推進 

食育※の推進 

緑の少年団の育成 
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市民に期待される役割 

 

身近な環境問題について積極的に知る機会を設ける。 

環境に関するイベントへ参加する。 

環境活動に積極的に参加する。 

市や地域が持つ環境の価値について考え、それを将来につなげる取組を実践する。 

 

  

▲ 環境フォーラムぬまた ▲ たんばら・森林の学校 
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事業者に期待される役割 

 

従業員等を対象とした環境研修を実施する。 

環境問題について事業者の立場から考え、情報収集を行い、事業活動へ反映させる。 

市民や地域と連携した環境活動に取り組む。 

事業活動における環境面での社会的貢献を検討・実践する。 

 

コラム 事業者向け支援情報の活用 

   
 環境省や経済産業省では、環境に配慮した事業経営を行う上で活用できる支援制度

を設けています。また、それらの支援策をまとめた特設サイトやガイドブックの作成

も行っています。環境に配慮した事業経営を行うことの意義や事業の転換の進め方、

事例紹介等の情報がまとめられていますので、積極的に活用しましょう。 

 

 

 

   

 

  

▲ ネイチャーポジティブ経営推進プラットフォーム 

（環境省 HP） 

▲ 中小企業等のカーボンニュートラル支援策 

（経済産業省作成） 
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第６章 ぬまた生物多様性地域戦略 

１ 本戦略の目的と位置づけ 

（１）本戦略の目的と位置づけ 

生物多様性は、世界的に劣化が進んでいるとされ、その要因は過去 50 年間に加速してい

るとされています。また、日本においても、生物多様性の損失速度はこれまでの取組により

低下傾向にあるものの、損失を止めるには至っていないとされています。 

生物多様性・自然資本は、食料やきれいな水・空気の供給や災害の防止などの、私たちの

生活を支える自然の恵みの源流であり、その損失は気候変動と並び世界的な危機とされてい

ます。 

市においても、気候変動の影響はより深刻なものとなっていくことが予想されます。また、

野生動物の影響や外来種の侵入による農林業への被害も見られており、健全な生態系を維

持・回復させ、これらの課題に対処する必要があります。しかし、人口減少や高齢化により、

今後は地域の生物多様性保全に係る活動の担い手が不足することが予想されます。本戦略は、

自然を活用してこれらの課題に対処し、さらに持続可能で魅力的な地域づくりを推進するた

めの戦略であり、生物多様性基本法第 13 条に基づく生物多様性地域戦略として位置づける

ものです。 

また、本戦略の策定に当たっては、令和 5（2023）年 3月に策定された「生物多様性国家

戦略 2023-2030」、平成 29（2017）年 3 月に策定された「生物多様性ぐんま戦略」のほか、

沼田市環境基本計画、沼田市地球温暖化対策実行計画とも整合を図っています。 

 

（２）計画期間 

本戦略の計画期間は令和 7（2025）年から令和 16（2034）年までの 10年間とします。 

なお、上位計画である沼田市環境基本計画と同様、策定後 5年を目安として、戦略の施策

内容や目標等について見直しを行います。 

 

（３）対象とする区域 

沼田市全域 

 

（４）推進体制と進行管理 

進行管理は、第３次沼田市環境基本計画と併せて、本計画書の「第６章 推進体制と進行

管理」において実施します。 



53 

 

２ 生物多様性等に関する市の特徴と課題 

（１）市の自然環境等の現況 

群馬県の北部に位置する市は、山々に四方を囲まれた特徴的な地形を有し、市内の低地と

高地の標高差は最大 2,000ｍ以上に達し、変化に富んだ自然環境を有しています。市の自然

環境・生物多様性の特徴を、以下の視点から整理します。 

 

山 地  

 県内には日本百名山に選定されている山が 10 座ありますが、そのうち、皇海山、赤城山

は、沼田市境に位置しています。また、県選定の群馬百名山には、市及び市境に位置する山

が 9座登録されています。 

 

森 林  

 市の総面積 443.46km2のうち、林野面積は 343.08km2であり、

林野率は約 77％と、森林に恵まれた地域といえます。森林の所

有形態では国有林が約 4 分の 3、民有林が約 4 分の 1 を占めて

います。 

 

▲ 皇海山 

 

▲ 戸神山 

 

▲ 市民の森（上発知町） 

 

▲ 内楽橋から望む山々（利根町老神） 

 

ぐんま百名山（群馬県 HP）のデータから作成 

2020 年農業センサス（農林水産省）データから作成 
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河 川  

 市は、日本の代表的な河川である利根川流域に位置し、市街

地の西側を利根川が南流しています。市域を囲む山々に源を発

する片品川や薄根川・四釜川等の大小の河川が、利根川に注い

でいます。 

市の東部は、大部分が片品川流域に含まれ、その中流部には

国の天然記念物および名勝に指定されている「吹割渓ならびに

吹割瀑」が位置しています。 

市の河川が持つ豊富な水量や高低差のある地形を利用して、

群馬県や民間事業者による水力発電事業が多く実施されてお

り、生活用水、農業用水等に利用に加え、環境負荷の少ないエ

ネルギーの供給源としての役割も担っています。令和 6（2024）

年には、片品川支流の泙川の水を利用した市営の発電所である

「平川小水力発電所※」が建設され、稼働しています。 

 

 

 

 

高 原 ・ 湿 地  

 市の北部に位置する玉原高原は、標高 1,200ｍから 1,600ｍ

の国有林内に位置し、日本海型ブナ林が広がっているほか、「小

尾瀬（こおぜ）」とも呼ばれる湿原を有し、特有な植物群落が

みられます。 

玉原高原は自然散策の場として親しまれるほか、リゾート地

としての活用もされています。 

 

 

 

 

 

段 丘  

 利根川とその支流である片品川や薄根川によって形作られ

た日本有数の河岸段丘が広がっており、市特有の景観が形成さ

れています。 

▲ 薄根川 

 

▲ 吹割の滝（利根町追貝） 

 

▲ 平川小水力発電所（利根町平川） 

 

▲ 玉原高原のブナ林 

 

▲ 玉原湿原 

 

▲ スポーツレジャー施設としての活用 

▲ 市域に広がる河岸段丘 
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巨 樹 ・ 巨 木  

 市内には、国の天然記念物に指定された「薄根の大クワ」を

筆頭に、県・市が指定した天然記念物、その他、数多くの巨樹

や巨木林が分布しています。環境省の調査により作成された巨

樹・巨木林データベースには、市内全域で 90の巨樹・巨木林が

登録されています。 

 

農 業  

 寒暖差のある気候により、野菜や果樹、蜂蜜などの観光農産

資源が豊富であり、特に果物は関東有数の多彩な種類と数多く

の観光農園が立地しています。 

また、市西部に位置する薄根地域では、石墨棚田が群馬県で

唯一、「つなぐ棚田遺産（旧 棚田百選）」に選定されており、美

しい田園風景が見られます。 

 

 

 

 

 

 

植 生  

 市は、市域の約 77％が森林からなります。市内の最も標高の

低い地点から最も高い錫ヶ岳（標高 2,388ｍ）までの標高差は、

2,000ｍ以上あります。北部の山地は、日本海側の気候区分に当

てはまり、その環境に適応した植物が分布しています。 

南部は、太平洋側の気候区分である暖温帯の植生範囲となっ

ており、こうした標高差と気候の特性等により、落葉広葉樹林

や、常緑広葉樹林等が分布し、多様な自然環境からなっていま

す。 

皇海山や袈裟丸山等の栃木県境付近の山頂部は、常緑針葉樹

林等が、その周辺には常緑広葉樹林が分布しています。 

山腹や山麓部には、常緑広葉樹林やスギ・ヒノキ植林等の人

工林が広がっています。また、山麓部や河川沿いの急崖地、河

川敷等には、落葉広葉樹林や常緑広葉樹林等が点在していま

す。 

▲ 薄根の大クワ 

▲ ワタスゲ（玉原湿原） 

▲ アカヤシオ（皇海山麓） 

▲ 県育成品種のリンゴ「ぐんま名月」 

▲ 石墨棚田 
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環境省が実施した自然環境保全基礎調査では、次のような植物群落や個体群が、市域の特

定植物群落※として挙げられています。 

  市内の主な特定植物群落 

主な特定植物群落 選定理由 

皇海山のオオシラビソ林 原生林もしくはそれに近い自然林 

皇海山麓のアカヤシオ群落 
特殊な立地に特有な植物群落または個体群で、その

群落の特徴が典型的なもの 

袈裟丸山のコウシンソウ 

国内に若干地域に分布するが極めて稀な植物群落

や個体群、乱獲その他人為の影響により都道府県内

で極めて少なくなるおそれのある群落や個体群 

玉原の湿原 
特殊な立地に特有な植物群落または個体群で、その

群落の特徴が典型的なもの 

発知川のサワグルミ林 原生林もしくはそれに近い自然林 

沼田市川田ノヒメビシ群落 
乱獲その他人為の影響により都道府県内で極めて少

なくなるおそれのある群落や個体群 

出典：生物多様性センター 自然環境調査 Web-GIS（環境省） 

出典：第３回自然環境保全基礎調査「群馬県自然環境情報図」平成元年発行（環境省） 
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（２）市の「自然の恵みの豊かさ」 

市に形成された生態系、生物多様性は、私たちに様々な恵みをもたらしています。これら

の「自然の恵みの豊かさ」は、下図のように整理することができます。 

 

この自然の恵みの豊かさについては、地球環境問題を研究する国立研究所である総合地球

環境学研究所により、「災害からの安全度」と共に、統計データを用いた全国の市町村ごと

の現状等について分析した結果が公表されています。この公表データによれば、沼田市は全

国的に見て、自然の恵みの豊かさの指標が高い水準にあります。 

 

 
  

出典：J-ADRES：自然の恵みと災いからとらえる土地利用総合評価 

（総合地球環境学研究所） 
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県内 12 市における自然の恵みの豊かさを比較すると、下表のとおりとなります。 

市の自然の恵みの豊かさについては、16 の評価項目において、12 市の中で最も高い数値

となっている項目が 7つあり、他の項目についても、高い数値が示されています。特に市の

豊富な森林資源や植生に由来する木材供給ポテンシャルや炭素吸収、地下水涵養等の調整サ

ービスは、大きな強みとして現れています。 

一方、食料供給ポテンシャルについては、本データにおいて低い数値が示されています。 

 

 

全国の市町村のデータ及び群馬県の市町村のデータの平均と比較したグラフは下図のよ

うになりますが、この図からも市の自然の恵みの豊かさが高水準にあることが見て取れます。 

 

J-ADRES：自然の恵みと災いからとらえる土地利用総合評価（総合地球環境学研究所）のデータから作成 

J-ADRES：自然の恵みと災いからとらえる土地利用総合評価（総合地球環境学研究所）のデータから作成 
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（３）市民の自然環境等に対する認識 

本計画書の第２章の「４ 市民の意識」に記載したとおり、市の環境については、市民ア

ンケートや意見交換会を実施して市民の意識調査を行い、結果をまとめています。この中か

ら自然環境、生物多様性に関する意見を抽出し、改めて整理を行いました。 

「自然の恵みの豊かさ」のデータで特徴として現れた強みについて、市民も肯定的に捉え

ていることがわかります。一方で、森林の管理や農業に関する懸案等、市民や事業者が既に

課題として捉えている事項もみられます。 
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（４）市の課題 

自然の恵みの豊かさを客観的に捉えることで、改めて市に形成された生態系、生物多様性

の特徴や強みを知ることができますが、データにも表れている弱み、市民や事業者が感じて

いる課題があることがわかります。 

自然の恵みの豊かさのデータを基本とし、市民や事業者の認識や、群馬県や本市の各分野

の計画書・資料等で挙げられている課題等を参考として、本市の課題を整理・分析した結果

は、下表のとおりです。 

項目 データの特徴 課題 

食料供給 

ポテンシャル 

農地面積等を用いて評

価していることから、低

い数値が示されている。 

関東圏で有数の観光農園を持つ特徴がある一

方、耕作条件の悪い農地や、小規模で集積が進

まない農地、山林に隣接することで鳥獣被害

を受けやすい農地等がある。 

＜参考＞地域農業の将来の在り方「地域計画」 

木材供給 

ポテンシャル 

人工林の面積を用いて

評価していることから、

高い数値が示されてい

る。 

豊富な人工林を有する点は市の強みである一

方、長期的な木材価格の低迷や建築用木材の

需要減少、燃料エネルギーの転換等により、手

入れ不足や荒廃した森林が増えている。 

＜参考＞沼田市森林整備計画 

調整サービス 

全般 

森林やその他の植生の

豊富さに由来する指標

を用いて評価している

ことから、全体的に高い

数値が示されている。 

多様な植生は市の自然環境の大きな特徴であ

るが、近年は、野生動物による食害、過疎化・

高齢化に伴う管理放棄の進行、外来種の侵入、

気候変動の影響拡大等による環境変化が生じ

ており、生物多様性の損失が危惧される。 

＜参考＞群馬県の絶滅のおそれのある野生生物  植物編 

2022 年改訂版 

文化的サービ

ス全般 

森林、農地、河辺等が生

活圏に近く位置してい

ることから、全体的に高

い数値が示されている。 

関東有数の観光農園のほか、山岳、高原、里山

景観といった自然体験の場を有する点が大き

な強みである一方で、調整サービスと同様、環

境の変化等により、その損失が危惧される。 

＜参考＞沼田市観光基本計画 改訂版、群馬県の絶滅のおそれ

のある野生生物 植物編 2022 年改訂版 
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３ 本戦略の目指す姿と基本戦略 

（１）本戦略の目指す姿（将来像） 

ぬまた生物多様性地域戦略は、沼田市環境基本計画に紐付く生物多様性の個別計画であり、

本戦略が目指すのは、生物多様性を保全し、魅力ある持続可能な地域とすることです。 

これは、本計画書の第 3 章に示した沼田市環境基本計画における将来像に他なりません。

このことから、本戦略が目指す姿（将来像）は沼田市環境基本計画の目指す将来像と共通と

します。 

さ わ や か な 空 気 、 澄 ん だ 水 、  

緑 豊 か な 、 自 然 に や さ し い ま ち  

（２）基本戦略 

生物多様性等に関する市の特徴を整理したことで、市は、非常に貴重な財産を持っている

ことが分かり、市民の意識調査からは、市民が、これらの財産を誇りに思っていることが確

認できました。これらの財産は、市の特徴的な自然環境に由来するものですが、そこに先人

たちのたゆまぬ努力が加わることで、現在まで発展し、守られてきたものです。このことを

再認識するとともに、これらのかけがえのない財産を未来へつなぐことが、現在、自然の恵

みを受けている私たちに求められています。 

本戦略では、前項で掲げた将来像の達成に向け、次に示す基本戦略を設定し、この枠組み

に沿って目標や施策を構成します。 

  
基本戦略① 生態系・生物多様性を守る 

  市には豊富な自然環境が形成され、価値ある生態系・生物多様性が育まれていますが、同

時に、それらが損失する危機にさらされています。これらの危機に対応するため、生態系・

生物多様性を守り、育てる活動に取り組みます。 

  
基本戦略② 自然の価値に触れる、知る、行動へつなげる 

  私たちの生活は自然の恵みがなければ成り立たず、私たちの生活は、生態系・生物多様性

に影響を与えています。市民が自然の恵みに触れ、その価値を知る機会づくりを行い、その

取組により、市民一人一人の行動変容につなげていくことを目指します。 

  
基本戦略③ 人と自然が共に発展する 

  自然の恵みの豊かさは、私たちに多くの価値を与えてくれています。それは、市民の生活

の質を向上させるとともに、事業活動を持続可能なものにする上でも重要です。自然への負

荷を低減しながらその価値を活かすことで、人と自然が共に発展していく未来を目指します。 
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４ 重点地域の設定と目標 

（１）重点地域の設定 

基本戦略の下、将来像を実現していくに当たっては、市内全域において、その場所、現状

に合った多種多様な取組が望まれます。本戦略では、現在、市内において最も取組が進んで

いると考えられる玉原高原を重点地域として設定し、個別に具体的な目標と施策を設けます。

重点地域における取組を市のモデルケースとして位置づけることで、今後、市内の他地域で

実施される取組に波及していくことを目指します。 

コラム 玉原高原における取組 

   
 玉原高原は、市の北部に位置する標高 1,200ｍから 1,600ｍの国有林内に開かれてい

ますが、日本海型ブナ林が広がっているほか、「小尾瀬（こおぜ）」とも呼ばれる湿原

を有し、特有な植物群落がみられます。 

玉原高原においては、これまでも市民団体による保全活動等の取組が行われてきた

ほか、事業者によるスポーツレジャー施設等としての活用がされてきました。 

令和 6（2024）年 6月には、市民団体・事業者・市の三者が相互に連携及び協力によ

り、森の博物館 玉原の保全活動を推進することを目的とした「森の博物館 玉原の保

全活動推進のための協定書」を締結し、「多様な活動の森（森の博物館 玉原）運営協

議会」を立ち上げました。 

さらに、令和 7（2025）年 6月には、国有林で森林づくり活動や体験活動を行うこと

ができる「協定締結による国民参加の森林づくり」の制度に基づき、利根沼田森林管

理署と同協議会において「多様な活動の森（森の博物館 玉原）における活動に関する

協定書」を締結しました。 

この協定により、今後、同協議会では、自然と触れ合うことによる環境教育活動、

環境保全活動を担っていく後継者の育成活動、森林の保全及び復元のための活動、調

査研究などに関して、連携・協力により円滑に活動を実施します。 

  

 

   

▲ 親子自然観察会・ごみ拾い清掃活動 

（玉原高原） 

▲ 自然と触れ合うことによる環境教育活動 

（玉原湿原） 
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（２）目標と取組 

基本戦略 目標 
重点地域の取組と 

個別施策 

①生態系・生

物多様性を

守る 

市内の自然共生サイト認定地域数 

０箇所 → １箇所以上 

（環境基本計画基本方針２の数値目標と共通） 

 

 
「多様な活動の森（森の博物

館 玉原）運営協議会」を通じ

た玉原高原の自然共生サイト

認定に向けた取組 

 

 
外来生物への対策実施 

森林整備事業 

②自然の価

値に触れる、

知る、行動へ

つなげる 

市民の環境保全の取組状況（各調査項目

の平均） 

52.8% → 70% 

（環境基本計画基本方針５の数値目標と共通） 

 

上記のうち、環境学習や自然体験等の活

動への参加状況 

7.4% → 20% 

（環境基本計画基本方針５の数値目標と共通） 

 
玉原高原の継続的なモニタリ

ングの実施 

玉原高原の保全と自然体験の

場としての提供 

 

 
自然を知り、親しむ活動の実施 

木育の推進 

③人と自然

が共に発展

する 

現在地に今後も住み続けたいと考える

市民の割合 

59.8% → 70% 

（環境基本計画基本方針４の数値目標と共通） 

 

事業者の環境保全の取組状況（各調査項

目の平均） 

41.6% → 55% 

（環境基本計画基本方針３の数値目標と共通） 

 
「森の博物館 玉原の保全活動

推進のための協定書」に基づく

市民・事業者と連携した活動の

実施 

 

 
企業連携による森林保全 

環境資源と観光の共生 

事業者との連携 

 

  

個別施策 

重点地域の取組 

個別施策 

重点地域の取組 

個別施策 

重点地域の取組 
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第７章 推進体制と進行管理 

１ 推進体制 

（１）市の体制 

広範多岐にわたる環境施策を総合的、計画的に実施するため、毎年度進捗状況調査を実施

するとともに、関係各課と連絡調整や意見交換等を行います。また、必要に応じ、環境調整

会議を開催し、施策の事業化へ向けた検討を行います。 

 

（２）沼田市環境審議会 

沼田市環境基本条例に基づき、環境の保全等に関する基本的事項を調査審議するために設

置する機関で、市民や団体、機関の代表、有識者等で構成されます。市が実施する事業の進

捗状況調査の内容やその他計画に関する検討事項について意見・提言を行います。 

 

（３）事業者、関係団体との連携 

環境施策を総合的に実施するためには、事業者や市民が参加する関係団体等との連携や協

力が必要です。これらの連携を充実していくとともに、事業の実施を通じ、協力体制を築き

ます。 

 

（４）広域的な連携と協力 

地球温暖化対策や生物多様性の確保等の問題は、市だけの取組で解決できるものではあり

ません。このような環境問題については、国の動向を踏まえ、県や近隣自治体と緊密な連携

を図りながら、広域的な視点に立ち取組を推進します。 

 

２ 計画の進行管理 

本計画の実行性を確保するため、計画策定から具体的な行動の実施、運用、継続的な見直

し、改善までの一連の流れを、Plan（計画）→Do（実施）→Check（点検）→Action（見直し

行動）のサイクルとして確立させ、計画を推進します。また、毎年度環境審議会等による進

捗状況に関する点検、評価を実施し、これに基づき事業の見直しを行い、次年度へ向けた更

なる取組を実施していくものとします。結果については「年次報告書」としてとりまとめ、

毎年公表します。 

また、市の計画策定・推進に関しては、沼田市環境審議会へ適時適切に報告を行い、意見

を受けながら推進することとします。 
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○用語の解説 
 

【数字】 

  

2050年カーボンニュ

ートラル宣言 

令和 2（2020）年 10 月に国が行った宣言。カーボンニュートラル

は、温室効果ガスの「排出量」から「吸収量」や「除去量」を差

し引いた結果を実質的にゼロにすることを指す。 

                    →関連用語「ゼロカーボンシティ」 

30by30（サーティ・バ

イ・サーティ） 

2030年までに、陸と海の 30％以上を健全な生態系として効果的に

保全しようとする目標。令和 4（2022）年 12 月に生物多様性条約

第 15 回締約国会議（COP15）で採択された「昆明・モントリオー

ル生物多様性枠組」において、2030 年の目標に位置づけられた。 

                  →関連用語「OECM」、「自然共生サイト」 

                        →関連コラム 39 ページ 

3R（スリーアール） 

Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイクル）

の頭文字を取った総称で、環境と経済が両立した循環型社会を形

成していくための基本的な取組として掲げられている。 

                  →関連用語「サーキュラーエコノミー」 

  

【英字】 

  

IPCC 

Intergovernmental Panel on Climate Change（気候変動に関する

政府間パネル）の略称。人為起源による気候変化、影響、適応及

び緩和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学的な見地から包

括的な評価を行うことを目的として、1988 年に国連環境計画

（UNEP）と世界気象機関（WMO）により設立された組織のこと。 

OECM 

Other Effective area-based Conservation Measures（保護地域

以外で生物多様性保全に資する地域）の略称。法令によって自然

が守られる保護地域ではなく、人びとの生業や民間の自発的な取

組によって自然が守られている地域のことを指す。 

                 →関連用語「30by30」、「自然共生サイト」 
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SDGs（持続可能な開

発目標） 

Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略称。

2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、

平成 27（2015）年 9月の国連サミットで採択された「持続可能な

開発のための 2030 アジェンダ」に記載された、2030 年までに持

続可能でよりよい世界を目指す国際目標のこと。 

                        →関連コラム  7 ページ 

SWOT分析 

外部環境や内部環境を強み (Strengths)、弱み (Weaknesses)、機

会 (Opportunities)、脅威 (Threats)の 4つの要素で分析する手

法。事業やプロジェクトの現状把握、課題の特定、戦略立案等に

活用できる。 

  

【あ行】 

  

ウェルビーイング／

高い生活の質 

国の第六次環境基本計画において、最上位の目標として掲げた

言葉であり、環境の保全を通じて、現在及び将来の国民一人一人

の生活の質、幸福度、ウェルビーイング、経済厚生の向上を達成

することを指す。 

                    →関連用語「第六次環境基本計画」 

ウッドスタート 

木育の第 1 歩として、赤ちゃんが初めて触れる道具やおもちゃに

地産地消の木製品を選ぶことで、木の温もりを感じながら楽しく

豊かに暮らしていくことができるような取組のこと。 

                           →関連用語「木育」 

  

【か行】 

  

外来種被害予防３原

則 

外来種による被害を予防するために国で掲げている原則。１ 悪影

響を及ぼすおそれのある外来種を自然分布域から非分布域へ「入

れない」、２ 飼養・栽培している外来種を 適切に管理し「捨てな

い」、３ 既に野外にいる外来種を他地域に「拡げない」の３つを

原則としている。 
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クビアカツヤカミキ

リ 

中国等を原産地とするカミキリムシ。体長は 20～40 ミリメート

ル。胸部が赤色で、体全体はつやのある黒色。幼虫がサクラ類、

ウメ、モモ等に寄生することで、それらの樹木を枯死させる。平

成 30（2018）年に特定外来生物に指定された。 

                        →関連コラム 37 ページ 

  

【さ行】 

  

再生可能エネルギー 

非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永続的に利用す

ることができると認められるものを指す。太陽光・風力・水力・

地熱・太陽熱・バイオマス等が該当する。 

              →関連用語「バイオマス」、「平川小水力発電所」 

サーキュラーエコノ

ミー（循環経済） 

3Rの取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを有

効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値を生み出す経済

活動であり、資源・製品の価値の最大化、資源消費の最小化、廃

棄物の発生抑止等を目指すもの。 

                            →関連用語「3R」 

                        →関連コラム 43 ページ 

指定暑熱避難施設 

気候変動適応法に基づき、熱中症特別警戒情報発表期間中に誰も

が休息できる施設として、市町村が指定した施設。クーリングシ

ェルターとも呼ぶ。 

自然共生サイト 

「民間の取組等によって生物多様性の保全に貢献するような管理

がなされている区域｣として国に認定された場所を指す。令和 7

（2025）年 4 月から、自然共生サイトを法制化した新法・地域生

物多様性増進法が施行されたことにより、この法律に基づき認定

された実施計画の実施区域も自然共生サイトに含まれる。自然共

生サイトのうち保護地域との重複を除いた区域が OECM として国

際データベースに登録される。 

                      →関連用語「30by30」、「OECM」 

食育 

様々な経験を通じて、「食」に関する知識と、バランスの良い「食」

を選択する力を身に付け、健全な食生活を実践できる力を育むこ

と。 
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生物多様性 

様々な生態系が存在すること並びに生物の種間及び種内に様々な

差異が存在することを指す。 

                   →関連用語「ネイチャーポジティブ」 

ゼロカーボンシティ 
脱炭素社会の実現に向けて、2050 年までに二酸化炭素の排出量を

実質ゼロにすることを目指す地方公共団体のこと。 

  

【た行】 

  

第六次環境基本計画 

環境基本法に基づき、令和 6（2024）年 5 月に閣議決定された国

の計画のこと。 

              →関連用語「ウェルビーイング／高い生活の質」 

                        →関連コラム 27 ページ 

デコ活（脱炭素につ

ながる新しい豊かな

暮らしを創る国民運

動） 

2050 年カーボンニュートラル及び 2030 年度削減目標の実現に向

け、令和 4（2022）年 10月に発足した国民の行動変容・ライフス

タイル転換を強力に後押しするための国民運動のこと。 

                        →関連コラム 33 ページ 

てまえどり 

食品小売店舗が販売する商品について、購入してすぐに食べる場

合には、商品棚の手前にある商品等の販売期限の迫った商品を積

極的に選ぶ、という購買行動のこと。 

                        →関連コラム 42 ページ 

特定植物群落 

植物群落のうち、規模や構造、分布等において代表的・典型的な

もの、代替性のないもの、あるいはきわめて脆弱であり、放置す

れば存続が危ぶまれるもの等を国が選定したもの。生育地や生育

状況等を把握し、保護対策を検討するための調査を実施している。 

  

【な行】 

  

ぬまた環境ネット 

沼田市内で環境問題に取り組む団体をネットワーク化した組

織。各団体が連携、相互支援、情報共有することにより、活動が

活性化し、環境活動が広まり、市の環境が守られることを目的と

して、平成 21（2009）年 4月に組織された。 
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沼田市くらしの環境

美化条例 

市、市民等、事業者及び土地所有者等が連携・協力して市内の環

境美化に取り組むことにより、市民の快適なくらしの確保及び良

好な生活環境の保全に寄与することを目的とする条例。平成 25

（2013）年 10月に施行された。 

                        →関連コラム 46 ページ 

ネイチャーポジティ

ブ（自然再興） 

「自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転

させる」ことを指す。生物多様性国家戦略 2023-2030における 2050

年ビジョン「自然と共生する社会」の達成に向けた 2030 年ミッシ

ョンとして掲げられている。 

                        →関連用語「生物多様性」 

  

【は行】 

  

バイオマス 

生物資源（bio）と量（mass）を表す概念で、エネルギーや物質に

再生が可能な、動植物から生まれた有機性の資源（化石燃料を除

く）のこと。木材のほか、農業残渣、食品残渣等の廃棄物等が含

まれる。 

                    →関連用語「再生可能エネルギー」 

平川小水力発電所 

令和 6（2024）年 11 月に完成した市営の小水力発電所。利根町平

川町に位置し、一級河川片品川支流の泙川（ひらかわ）から取水

して発電を行う水路式発電所。最大出力は 537kW 

                    →関連用語「再生可能エネルギー」 

  

【ま行】 

  

木育 

子どもから大人まで全ての人を対象に「木とふれあい、木に学び、

木と生きる」取組。幼少期から木を身近に使っていくことを通じ

て、人と、木や森との関わりを主体的に考えられる豊かな心を育

むことが期待される。 

                      →関連用語「ウッドスタート」 
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